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2013年度早稲田大学雄弁会 9月発表レジュメ 

「政治に議論を」 

 

政治経済学部 2年渡邊翔吾 

0 社会認識、理想社会像、問題意識 

 現代日本は成熟社会である。戦後、日本は経済成長し、経済的に豊かになり、社会全体

の水準も上昇した。その結果、社会は成熟してきている。現在は、低成長期に入っている。 

さらに、日本成熟社会は高度に複雑で多元的であり、個人の価値観は多様化している。 

このような高度に複雑で多元的な成熟社会において、個人は多様な価値観を元に主観的

かつ利害関係的に生活している。個人の私的生活領域で解決不可能な問題が発生すれば、

公的に社会的問題解決が必要となり、ここで政治が用いられる。 

国民主権を標榜する現代日本においての政治には、代表制民主主義が取り入れられてい

る。これは、国民が国政の在り方を最終的に決める権利を元来有しているが、選挙などに

よって代表者を選出し、自らの権力の行使をその代表者に委任することで、間接的に政治

に参加しその意思を反映させる政治制度である。委任された代表者は、その委任に基づい

て政治という社会的問題解決の手段の実行力の行使に携わる。 

また、このような政治は、その目的を果たすために行政機構を必要とする。日本におい

て、行政機構は肥大化してきた。橋本前首相の在任期に行政改革会議が提出した『最終報

告』は、戦後日本の統治機構について、「物資の窮乏や貧困を克服するための生産力の拡大

や、欧米先進国へのキャッチアップという単純な価値の追求が行政の大きな命題であった

時期に形作られ」たものであり、「国家目標が単純で、社会全体の資源が拡大し続ける局面

においては、確かに効率的な行政システムであった」と述べている。 

しかし、低成長期に入った日本は従来のような右肩上がりの財政的余裕はない。国家は、

国民の多様な要求や利害を全て包含して実現することが非常に困難になり、政治領域にお

ける要求や利害の調整による社会的問題解決が必要となる。 

そのため、細川前首相、村山前首相らのもと、統治機構の改革として、地方分権化改革

が推進されてきた。これは、中央政府による日本全体の画一的・集中管理的な統治体系か

ら、各地の地方政治が個別的にその行政範囲内での問題解決を優先的に行う統治体系への

変化である。その中で、実質的な地方分権化として、権限や財源の委譲が行われてきてい

る。そして、「地方分権」や「地方自治」、また「地域主権」や「住民自治」などのスロー

ガンも提示されてきており、国家は国民全体の要求や利害を包含するのではなく、地方政

府による社会的問題解決がより望まれる事となった。 

現自民党政権においても、2013年３月８日に安倍首相が地方分権改革推進本部を開催、
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「地域ごとの創意工夫を活かし、地方が自らの発想で特色を持った地域づくりができるよ

う地方分権改革の取組みを進めていく」と述べており、今後も引き続き地方分権改革は推

進されるものと考えられる。 

 

 私の理想社会像は「個人の社会に対する要求が実現する機会を持つ社会」である。個人

の社会に対する要求とは、個人が、属する社会に対して持つ不満や悩みなどを原因として、

自らの価値観をもとにして作られた要求のことである。要求は多種多様なものであるため

に、無制限な要求の実現は対立・衝突を起こし、他の要求を阻害することとなる。そして、

個人が平等で、価値相対的な中で実現させる要求を決定する際には、公的な場において議

論がなされ合議的決定が下される必要がある。このように、公的な場の議論によって要求

間の妥協点を見いだし、政策を構築していく仕組みが担保されているときに、個人の社会

に対する要求が実現する機会を持つ社会であると考える。 

 

 地方政治において、公的な議論の場が担保されていないために、要求が実現する機会が

ないということに問題意識を持つ。これは 2つの問題事象を含む。 

 1点目に、地方議会において、個人の要求をもとにした、要求間の妥協点を見いだすため

の議員同士の公的な自由討論が行われずに、政策立案と実行がなされているので、これが

問題事象である。 

 2点目に、地方政治において、地方議員・地方首長を選出するにあたって、住民同士の公

的な議論が行われないままに、投票による選出が行われており、個人の社会に対する要求

をもとにした、代表委任が行われていないために、問題事象である。 
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3-2 地方選挙における議論の場の提供 

4結び 

 

1 地方政治の現状分析 

 1-1地方議会 

 普通地方公共団体と、都 23 区の自治体は、「法律の定めるところにより、その議事機関

として議会を設置する」という地方自治法の規定に基づいて、それぞれ議会を設置してい

る。このような議会を設置している自治体数は、2011年 4月 11日時点で、日本全国に 1789

存在する。その内訳は、47都道府県、23特別区、19政令市、768市、932町村である。こ

れら議会を総称して地方議会とする。 

  日本国憲法第 93条により、地方議会において、国政の議院内閣制と異なり二元代表制

と呼ばれる手法が採られている。二元代表制においては、代表者である議員と、知事・市

区町村長といった執行機関の長である首長は、それぞれ別の選挙において住民の直接選挙

によって選出される。そして、執行機関の長と、議事機関である議会の議員らは、独立・

対等の関係に立ち、両者が権限を分かち合いつつ相互の抑制と均衡のもとに、地方自治の

民主的で公正な運用をはかろうとしている1。 

  

1-2 地方議会の権限 

 まず、地方議会の権限だが、憲法第 93条により、自治体の意思決定を行う議決権が議

会の最も基本的権限であるとされる。そして、地方議会の議決事項は、地方自治法第 96条

で規定されている 15項目に限定される。 

首長に対する議会に権限としては、第 178条第 1項によって不信任議決が付与されてい

る。これは、議会の総議員の 3分の 2以上の者が出席し、その 4分の 3以上の者で長の不

信任の議決をしたときに、長はその通知を受けた日から 10日以内に議会を解散することが

できる。解散しない場合には長は不信任の議決の通知を受けた日から 10日後に失職するが、

失職に伴って行われる選挙には失職した長の立候補は可能である。解散した場合には、解

散後初めて招集された議会において総議員の 3分の 2以上の者が出席し、過半数の者で不

信任の議決があれば、長はその通知を受けた日に失職し再度議会を解散することはできな

い。この場合でも失職に伴って行われる選挙には失職した長の立候補は可能である。 

                                            
1 井下田猛『現代地方議会論』（内田老鶴圃、1986年）、p.65 
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＜表 1 地方議会の権限＞ 

権限 概要 

議決権 自治体の意思決定。 

選挙権 議会の議長、副議長及び選挙管理委員などを選挙する。 

検査権 執行部が処理する事務の管理、議決の執行及び出納を検査する。 

監査請求権 議会が監査委員に対して、事務に関する監査を求め、その報告を請求する。 

調査権 事務について調査する。学識経験者に調査をさせることができる。 

自律権 国・県の機関、執行機関から何ら干渉や関与を受けず、自らを規律する。 

同意権 執行機関の執行行為については、一般的に議会の議決を要しないが、特に重要

なものについては執行の前提手続きとして議会に同意という形で関与する。 

承認権 権限を有する執行機関が処理した事項について、事後に承諾を与える。長が専

決処分した事項を承認する。 

誓願・陳情を受理し、処

理する権限 

誓願・陳情を、委員会や関係機関にて処理する。 

報告、書類の受理権 執行機関の処理する事務について、議会へ一定の報告をすることを義務づけて

いる。なお、議会は必要であると認めたときは、必要な書類の提出を請求する

ことができる。 

諮問に対する受理権 法令上、首長がある事項を決定する場合に、公正な第三者としての議会に諮問

すべきことを定めているものがあり、このような場合の諮問に答える。 

長への不信任決議権 議員数の3分の2以上が出席する都道府県または市町村の議会の本会議におい

て 4分の 3以上の賛成により成立する。 

自主解散権 住民に信を問う必要がある場合に特例として認められている。 

議員総数の４分の３以上の出席、５分の４以上の議決、その時点で解散する。 

選挙管理委員の罷免権 選挙管理委員の心身の故障、職務上の義務違反等を認める時は、議決により罷

免することができる。 

議員派遣 地方議会の活性化のため、会期中の議会活動等に加え、議会として議員を派遣

し調査・研修等の活動を行う。 

（出典：松下啓一『図解 地方自治はやわかり』中の p.93をもとに作成） 

 

＜表 3 地方議会の議決権の議決事項＞ 

一  条例を設け又は改廃すること。 

二  予算を定めること。 
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三  決算を認定すること。 

四  法律又はこれに基づく政令に規定するものを除くほか、地方税の賦課徴収又は   

  分担金、使用料、加入金若しくは手数料の徴収に関すること。 

五  その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める契約を締結すること。 

六  条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段 

  として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けること。 

七  不動産を信託すること。 

八  前二号に定めるものを除くほか、その種類及び金額について政令で定める基準に従 

  い条例で定める財産の取得又は処分をすること。 

九  負担付きの寄附又は贈与を受けること。 

十  法律若しくはこれに基づく政令又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、権利を放棄するこ   

  と。 

十一  条例で定める重要な公の施設につき条例で定める長期かつ独占的な利用をさせること。 

十二  普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不服申立て、訴えの提起に係る同法第 

   十一条第一項 の規定による普通地方公共団体を被告とする訴訟、和解、あつせん、調停及び仲 

   裁に関すること。 

十三  法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること。 

十四  普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の活動の総合調整に関すること。 

十五  その他法律又はこれに基づく政令（これらに基づく条例を含む。）により議会の権限に属する事 

    項。 

 （地方自治法第 96条より引用） 

 

1-3 首長の権限 

 地方自治体の首長は、自治体運営に関する包括的な執行権を有している。そして、補

助機関を指揮監督する権限も有しており、補助機関を通して、自治体を運営する。 

＜表 2 首長の権限＞ 

権限 概要 

統轄代表権 当該団体を統轄し、これを代表する。 

事務の管理・執行権 当該団体の事務を管理・執行する。 

規則制定権 法令に違反しない限りにおいて可。 

職員の任免権 副知事（副市町村長）などを任免する。 

職員の指揮監督権 補助機関である職員の指揮監督をする。 
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管理に属する行政庁の処分の取消・停止権 管理に属する行政庁の処分が法令・条例・規則に違

反するときは、取消・停止が可能。 

支庁・地方事務所・支庁等の設置権 知事は支庁・地方事務所、市町村長は支所・出張所

の設置が可。 

行政機関の設置権 保健所、警察署等の設置が条例により可。 

公共的団体等の監督権 区域内の公共的団体等の活動の総合調整を図るた

めに指揮監督が可。 

内部組織権 必要な内部組織の設置が可。 

（出典：松下啓一『図解 地方自治はやわかり』中の p.93をもとに作成） 

他にも、地方自治法第 176条・第 177条によって、首長が、議会の違法な議決等につい

て再議に付するなどの議決に対する拒否権が認められている。 

 

 1-4全国の地方議会の議会運営 

地方議会は、定例会と臨時会による会期制度を採用している。すなわち、議会は会期中

に限り活動する。議会の活動は、長が議会を招集することにより開始することとなるが、

いったん議会が招集されたならば、その会期の設定及び延長並びに議会の開閉は議会が定

めることとされている定例会は、地方自治法 102条 2項に条例で定める回数を招集しなけ

ればならないとされている。この定例会の回数については、従来までは年４回以内という

制限があったが、平成 16年 5月の地方自治法が改正され回数制限が廃止されている。なお、

定例会の開催回数は全ての都道府県で４回、定例会の会期日数は年間６２日から９９日の

間が多い。 

 次に、全国の地方議会の議会運営状況を、アンケート調査の結果を用いる考察する。 

 

【調査概要】 

（1）調査目的：全国自治体議会の運営に関する現状の把握 

 （2）調査対象：全自治体議会（1789 団体／2011 年１月４日現在） 

        内訳は、47 都道府県、23 特別区、19 政令市、768 市、932 町村 

 （3）実施期間：2012 年１月～３月（第一次〆切２月１日、最終〆切３月 31 日） 

（4）回答状況：回答数 1496／都道府県 47、政令市 19、特別区 23、市 751、町村 656     

 （回収率：83.5％） 

 （5）調査実施主体：自治体議会改革フォーラム 
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 【調査結果】 

議員間討議の実施状況： 

本会議または委員会で首長提出議案の審査を行う際に、議員間で議論を行い合意形成す

るための「議員間の討議（自由討議）」を実施した議会は 220議会（14.7%）であった。そ

して、議員同士で賛否をめぐって相互に質問、反論する議員間の自由討議を行ったのは 42

議会（2.8%）のみであった。 

議員間の自由討議を行うことを明文化された規定がある議会は、276議会（18.4％）であ

り、1220議会（81.6％）が明文化された規則を持っていない。 

  

（出典：自治体議会改革フォーラム発行 『全国自治体議会の運営に関する実態調査 2012 

【速報】集計表（2012年６月）』より引用） 

 

以上のように、議員間同士の自由討議を行っている地方議会は全国でも少ないことがわ

かる。 

 

1-5 地方選挙における議論の不在 

地方政治の代表者を選出する統一地方選は４年に１度、投票日を２回に分けて実施され

る。前半の投票日は都道府県と政令指定都市の首長と議会議員、後半は一般市、特別区、

町村の首長と議会議員の選挙が行われる。 

これら選挙は、公職選挙法によって定められている。その中で、選挙活動及び政治活動

に対する規定は存在するが、選挙過程における住民同士の議論は全く考慮されていない。 

従来は、立会演説会と呼ばれる議論の場が国会議員と都道府県知事の選挙において運営

されていた。これは、選挙の際に、有権者の投票の判断の基礎にするための各立候補者が

一堂に会し、各々が演説スタイルにより政見や経歴を発表しあう場であった。ここでは、

住民が自由に参加することができ、立候補者の政見を聞きながら住民同士で自由に議論す

ることにも質していた。しかし、1983年 9月 20日，立会演説会廃止法案(公職選挙法改

正案)によって廃止された。 

 

2 地方政治の原因分析 

 2-1 地方議会において討論が行われていない原因 

 地方議会において自由討議が行われていない原因を考察する。 

現状分析で考察した地方議会の権限と首長の権限を比較すれば、地方議会に対する首長

の権限の優位性がわかる。 
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首長は政策決定の根幹となる予算を独占的に提案することができるほか、予算以外の議

案の提出も権限とされている。それに対して地方議会は、予算を伴う政策の提案を行うこ

とができず、首長の提案に対して議決を行使することになる2。このような権限の不均衡関

係の中で、議員と首長がそれぞれの志向する政策を実現し実績を得ようと模索する。そこ

で、首長方予算案や条例案が提出される以前の前決定段階で政策選択に影響力を行使する。

そこで、独自の支持基盤を築く地方議員が地方議会に存在する中において、首長が選挙に

勝利するために地方議員からの選挙における支持を望んだ首長はその見返りとして政策の

提案において各地方議員が志向する政策を配慮し、首長側が志向する政策に反映させる。 

このような関係性が存在する中で、地方議員が地方議会において議論をすることにより

議会の統一意志としての政策を構築することが、地方議員と首長の政治的取引をすること

よりも時間と労力がかかるために、地方議会においてあえて議論をすることが重要でなく

なるのである。 

  

 2-2 地方選挙における議論の場の不在 

従来おこなっていた立海演説会が、住民の選挙に対する関心の低さと参加度の低迷によ

って廃止されたように、住民同士の議論の場も同様の理由で実行されていないと考えられ

る。 

 

3 政策 

3-1 議会における自由討論化 

原因分析で述べた、議会における自由討論が行われていない原因に対して、地方議会と

首長の予算提案権限の有無による不均衡を是正しつつ自由討論を行う地方自治法改正によ

る議会運営方式の変更を行う。以下２点の変更を行う。 

 a.地方議会に、予算の提案権を付与する。 

 b.地方議会での本会議の討議方法を自由討議とする。 

 

 3-2 地方選挙における議論の場の提供 

 原因分析で述べた、地方選挙において議論の場の不在の原因に対して、公職選挙法の改

正によって、選挙過程における議論の場を確保する。これは、既存の地方行政施設を用い、

その議場の解放を住民に告知する。 

  

                                            
2砂原庸介『地方政府の民主主義 財政資源の制約と地方政府の政策選択』（有斐閣、2011年）

p.57 
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4結び 

 本会議形式を変更し、議員同士の議論の場を確保する。それに伴い、議員個人はその場

において代表する住民の要求を代弁する。それに対して、議員同士が賛成・反対など意見

を出し合いながら、政策立案化を行って行く。 

そうしていくことで、議会における議論を経た合議的決定を経た政策立案を行っていく。 

 

選挙時において、選挙ごとに住民同士の要求をもとに議論を行い、その選挙区の代表者

に地方議会における議論において話し合ってもらう要求を見つけ出していく。 

 

以上の変更を受け手、地方議員は、その選挙区の住民らの要求をもとに地方議会の自由

討議の場において政策立案を行わなければならなくなり、私の理想社会像に質するもとに

なる。 

 以上 
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